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兵庫県知事 井 戸 敏 三 様

ま ち づ く り 審 議 会

会長 鳴 海 邦 碩

「福祉のまちづくり基本方針」の見直しについて（答申）

平成22年１月６日付諮問第 102号で答申議会に諮問のありましたこのことに

ついては、審議の結果、下記のとおり答申します。

記

まちづくり審議会では、兵庫県から「福祉のまちづくり基本方針」の見直し

について諮問をうけ、「福祉のまちづくり検討小委員会」を設置し、調査、審議

をすすめてまいりました。

このたび、「福祉のまちづくり基本方針」の見直しについて、別紙のとおり取

りまとめましたので、兵庫県におかれましては本答申を十分に尊重し、福祉の

まちづくり条例に揚げる基本理念を実現するまちづくり政策を推進されるよう

お願いします。
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はじめに

兵庫県では、平成４年 10 月に全国に先駆けて「福祉のまちづくり条例」（以下「条例」と

いう。）を制定し、高齢者や障害者を含むすべての県民がいきいきと生活できる福祉のまち

づくりを推進している。

「福祉のまちづくり基本方針」（以下「基本方針」という。）は、条例第７条に基づき、県、

市町、県民、及び事業者がそれぞれの責務を自覚し、一体となって福祉のまちづくりを推進

するための“指針”として定めるものであり、平成６年３月の策定以降、平成８年には県民

相互の交流や連帯に基づく地域社会の構築の促進など阪神・淡路大震災の教訓を踏まえた改

定を行い、これに基づき総合的な施策を展開してきた。

一方、21 世紀を迎え 10 年が経過し、65 歳以上の高齢者人口比率は平成 22 年で約 23.2％

となり、今後も高齢者人口の急速な増加が予想されるとともに、平成 17 年の「障害者自立

支援法」の制定を契機として障害者の社会進出も急速に進んでいる。

また、平成 17 年に「ひょうごユニバーサル社会づくり総合指針」を策定し、ユニバーサ

ル社会の構築に向けた取組を進めているほか、平成 18 年には、「高齢者、障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法律」（以下「バリアフリー法」という。）が制定され、高齢者、障

害者等の円滑な移動や施設の円滑な利用を確保するため、施策を総合的に推進する枠組みが

整備された。

これらの状況を踏まえ、ユニバーサル社会づくりの視点の明確化やバリアフリー整備基準

の実効性の向上等を図るため、平成 22 年 12 月に条例改正を行ったところである。

その後、平成 23 年３月の東日本大震災では、避難誘導や生活支援における高齢者、障害

者等への配慮の必要性が改めて認識されたところであり、平常時だけでなく災害等の非常時

を想定した生活環境の確保が求められている。また、平成 23 年８月には、障害者の権利の

保護に関する国際的な動向を踏まえて「障害者基本法」が改正され、障害者の自立及び社会

参加の支援など基本的な施策に関する規定の見直しが行われた。

このような背景から、改正条例の内容を反映させるとともに、福祉のまちづくりを取りま

く状況の変化に対応し、今後 10 年を見据えて施策を総合的に推進するため、基本方針を改

定するものである。
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１ 基本方針の性格

基本方針は、すべての人々が、一人の人間として尊重され、等しく社会参加の機会を

持つことにより自己実現を果たせる社会の構築に向け、福祉のまちづくり条例第７条に

基づき、福祉のまちづくりを総合的に推進するため、県、市町、県民及び事業者等の具

体的な取組のあり方を示す指針としての性格をもつものである。

基本方針は概ね 10 年後を見据えて策定し、５年後の平成 27 年を目標年次とする。

２ 基本方針の位置付け

（１）まちづくり基本方針における福祉のまちづくりに関する施策の詳細な指針

「まちづくり基本条例」では、県は、すべての人々が安全に暮らすことができるまち

づくりを推進するため、高齢者等を含むすべての人々が公益的施設等を円滑に利用する

ことができるまちづくりに関する施策等を講ずるものとしており、この「バリアフリー

のまちづくり」を含め、まちづくり施策を総合的に講ずるために「まちづくり基本方針」

を定めるものとしている。基本方針は、「まちづくり基本方針」における「福祉のまち

づくり」に関する施策の詳細な指針として定めるものである。

（２）「ひょうごユニバーサル社会づくり総合指針」のまちづくりに関する施策を推進するための指針 
本県では、平成 17 年に「ひょうごユニバーサル社会づくり総合指針」を策定し、障

害の有無や年齢などにかかわりなく、だれもが同じ地域社会で生活する者として、主体

的に生き、社会の支え手となるユニバーサル社会の実現に向け「ひと」「もの」「情報」

「まち」「参加」の５つの基本目標を定めて取組の基本方向を示している。

基本方針は、「ひょうごユニバーサル社会づくり総合指針」のまちづくりに関する施

策を推進するための指針として定めるものである。

Ⅰ 基本方針の性格と位置付け

福祉のまちづくり基本方針の位置付け

まちづくり基本方針 ユニバーサル社会づくり総合指針

福祉のまちづくり基本方針
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１ 福祉のまちづくりを取り巻く現状

（１）社会情勢の変化

① 著しい高齢化の進展

兵庫県の高齢化率（65 歳以上人口比率）は、平成 22 年（2010 年）には 23.2％であ
るが、平成 32 年（2020 年）には 29.7％となり、平成 47 年（2035 年）には約 35％に
達すると見込まれる。団塊の世代の高齢化の進行などにより 65 歳以上の高齢者人口は
今後急速に増加することが予想されている。

② 障害者の社会進出の拡大

平成 18 年（2006 年）に障害者の地域生活と就労を進め、自立を支援する観点から
「障害者自立支援法」が施行されたことなどを契機として障害者の社会進出が拡大し
ており、平成 15 年（2003 年）に約 7.7 千人であった雇用障害者数は、平成 20 年（2008
年）には約 9.9 千人となっている。

Ⅱ 福祉のまちづくりを取り巻く現状と課題

【年齢別人口比率の推移】
兵庫県資料

【～兵庫県の障害者数及び雇用障害者～】
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③ ユニバーサル社会づくりの考え方の普及と法整備の進展

平成 17 年（2005 年）には「ユニバーサルデザイン政策大綱」が国から示されると

ともに、本県においても「ひょうごユニバーサル社会づくり総合指針」を策定し、高

齢者や女性の社会参加への支援、障害のある人の自立と社会参加の支援、国際性豊か

な地域社会の推進などの課題に対応しながら、21 世紀の成熟社会にふさわしい、高齢

者や女性、障害のある人、外国人などを含むすべての人が安心して暮らし、元気に活

動できるユニバーサル社会づくりを進めている。

また、平成 18 年(2006 年)には高齢者、障害者等の円滑な移動や建築物等の施設の

円滑な利用を確保するため、「バリアフリー法」が制定されるとともに、平成 23 年に

は、障害者の権利の保護に関する国際的な動向を踏まえ、「障害者基本法」が改正され

るなど、法制度の整備が進展した。

（２）福祉のまちづくりの主な取組の現状

本県では、条例に基づき、福祉のまちづくり施策を総合的かつ体系的に展開している。

① 面的なまちづくりの推進

平成 5 年度から高齢者や障害者を含む多数の人が日常生活で利用する駅舎、官公庁

等が集積している地域を「福祉のまちづくり重点地区」として37市町155地区で指定し、

県、市町、事業者が連携して建築物、公共交通機関の施設、道路、公園等の一体的な

整備を推進してきた。

また、平成 18 年度から市町と地域住民が協働し、高齢者や障害者、外国人など誰も

が暮らしやすく活動できるまちづくりに取り組んでいく地区を「ユニバーサル社会づ

くり実践モデル地区」として指定し、道路、施設等のバリアフリー化のほか、声かけ

運動などの社会活動を支援している。平成 22 年度からは当該地区を「ユニバーサル社

会づくり推進地区」と改め、平成 22 年度までに 21 地区を指定し、まちづくり活動や

施設のバリアフリー改修等に対し助成を行っている。

② 公共交通機関の施設、車両等のバリアフリー化

条例により新設時等における鉄道駅舎のエレベーター設置を義務化するとともに、

平成５年度から県は市町とともに鉄道事業者に対し既存駅舎のエレベーター設置等に

対し助成を行っている。国が「移動等円滑化の促進に関する基本方針」（以下「国の基

本方針」という。）において、平成 22 年度までに１日の乗降客数５千人以上のすべて

の鉄道駅舎についてバリアフリー化を実施するという目標を掲げているのに対し、本

県では、県下の１日の乗降客数５千人以上の 174 駅のうち、設置困難駅等６駅を除く

168 駅（97％）についてバリアフリー化を達成した。

また、平成５年度から民営バス事業者におけるノンステップバスやリフト付きバス

の購入に対し助成を行っており、平成 22 年度末の導入率は 40.9％と全国を大きく上

回る水準となっている。
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③ 公共施設のバリアフリー化

新設等を行う県立施設において高齢者、障害者等の利用に配慮した整備を進めるこ

とに加え、高齢者等への配慮が不十分であった既存県立施設 435 施設についても計画

的にエレベーター、スロープ及び車いす使用者用トイレの整備などのバリアフリー化

に取り組んできた。

県道等については、高齢者、障害者等が安全かつ快適に通行することができる歩行

空間の整備に努めるなど、平成 22 年度までに歩道の段差解消約 27,000 か所、歩道の

視覚障害者誘導用ブロック設置約 21,000 か所のバリアフリー化を行っている。

また、県立の都市公園については、平成 22 年度までに園路及び広場については約７

割、駐車場については約 9割、便所については全てのバリアフリー化を行っている。
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④ 公益的施設等のバリアフリー化

条例では、高齢者、障害者等に配慮した施設整備等を促進するため、福祉・医療・

教育施設、購買施設、共同住宅、事務所等（以下「公益的施設等」という。）の遵守す

べきバリアフリー整備基準を定め、基準への適合を義務付けている。また、平成 14 年

から生活に密着した身近な店舗等（以下「小規模購買施設等」という。）についても、

小規模購買施設等整備基準を定めて適合するよう求めている。

⑤ 住宅のバリアフリー化

高齢者等をはじめとするすべての人々が住み慣れた住宅で安心して自立した生活を

送ることができるよう、平成７年度から「人生 80 年いきいき住宅助成事業」により、

既存住宅を高齢者等に配慮した住宅に改造する経費等に対し助成しており、平成 22 年

までに累計約 33,900 件に対して支援を行っている。

平成 20 年の住宅土地・統計調査による住宅のバリアフリー化の状況については、一

定のバリアフリー化※１に該当する住宅は 42.2％、高度のバリアフリー化※２に該当する

住宅は 12.4％となっており、いずれも全国の水準を上回っている。
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【人生 80 年いきいき住宅助成事業のバリアフリー改造件数の推移】

（平成 23 年 3月末）
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- 8 -

２ 福祉のまちづくりの課題

（１）ユニバーサル社会づくりへの対応

本県では、平成 17 年に「ひょうごユニバーサル社会づくり総合指針」を策定し、誰も

が同じ地域社会で生活する者として、主体的に生き、社会の支え手となるユニバーサル

社会づくりの実現に向け、総合的に取り組んでいる。

今後は、福祉のまちづくりを進める上で、ユニバーサル社会づくりの視点をより一層明

確化し、高齢者、障害者のみならず、妊婦、乳幼児を同伴する者、外国人等誰もが利用し

やすい都市や生活環境をデザインするユニバーサルデザインを進めていくことが求めら

れる。

一方、阪神・淡路大震災の経験から、人と人とのつながりや支え合いの重要性や、保

健・医療・福祉サービスの供給体制の重要性を学んだことから、障害者等への声かけ運

動や保健、医療、福祉サービスを供給する拠点整備などに取り組んできており、このよ

うな地域活動などと連携し、ハードとソフトが一体となったまちづくりを進めることが

重要である。

また、各地域によって置かれている状況が異なることから、地域の実情に応じ、住民

ニーズ等を踏まえ、ユニバーサル社会づくりに取組む必要がある。

（２）著しい高齢化の進展や障害者の社会進出への対応

本県では、条例に基づくバリアフリー化の義務付け、既存の鉄道駅舎へのエレベータ

ー設置や住宅のバリアフリー改造支援等を行っている。

しかしながら、平成 32 年には、65 歳以上の高齢者人口が全人口の約３割となること

が見込まれるなど、急速に高齢化が進展するとともに、「障害者自立支援法」の制定に

より障害者の社会進出が今後もより一層見込まれる。このことから、高齢者、障害者を

含むすべての人々が安心して生活し、活動できるよう、住宅や施設単体のバリアフリー

化、施設等に至る経路の整備などバリアフリー化をより一層促進することが求められる。

① 公共交通機関の施設、車両等のバリアフリー化

既存の鉄道駅舎のバリアフリー化については、平成22 年度までに１日当たりの平均乗

降客数５千人以上のすべての鉄道駅舎についてバリアフリー化するという目標を概ね達

成した。

今後は、国の基本方針の改正により、新たに平成 32 年度までに、原則としてすべて

の１日当たりの平均乗降客数３千人以上の鉄道駅舎のバリアフリー化が目標とされた

ことを踏まえ、本県においても、３千人以上の駅舎のバリアフリー化を着実に進める

必要がある。また、５千人以上の鉄道駅でホームが狭くエレベーターの設置が困難で

あることなどによりバリアフリー化が実現できていないものや、その他地域の実情に

鑑みバリアフリー化が必要なものについても、鉄道事業者と連携し、引き続き対応策

を検討する必要がある。

バス車両については、平成５年度から民営バス事業者におけるノンステップバス等

の購入に対し支援してきているが、平成 22年度末のノンステップバス導入率は 40.9％
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で、このうち民営バスについては 24.8％と低い状況にある。改正された国の基本方針

において、平成 32 年度までに約 70％をノンステップバスとすることが目標とされた

ことを踏まえ、引き続き民営バス事業者におけるノンステップバスの導入を促進する

必要がある。

② 公共施設のバリアフリー化

平成 22 年度までに県内の都市公園のうち概ね６割の都市公園で園路及び広場等が

バリアフリー化されている。今後も誰もが安心して利用できるよう引き続き公園のバ

リアフリー化を進めるとともに、公園を利用しやすくするため、情報提供の強化等の

ソフト対策も求められる。

また、生活の基盤となる道路整備においても、歩道の整備・改良や道路の無電柱化

により、安全な歩行空間の確保と災害に強いまちづくりを進めてきたが、今後は、ユ

ニバーサルデザインの考え方を踏まえ、誰もが安全で快適な歩行空間の確保が求めら

れる。

③ 公益的施設等のバリアフリー化

平成 22 年の条例改正により、「バリアフリー法」に基づく建築確認制度と連動した

審査・検査を導入し、公益的施設等に対するバリアフリー整備基準の義務づけを明確

化し実効性を高めた。当該制度を適切に運用するとともに、既存施設についてのバリ

アフリー化を誘導していくことやソフト面での対応を含め、利用者により配慮した施

設整備、管理・運営を促進することが求められる。

④ 住宅のバリアフリー化

著しい高齢化が進展し、高齢者が大幅に増加することが見込まれるなか、加齢に伴

い心身機能が低下した場合など、浴室、便所等への手すりの設置や住宅内の段差解消、

車椅子を利用する場合の通行可能な出入口や廊下幅の確保など、高齢者が自宅で安心

して暮らし続けられるよう配慮した住宅整備を行う必要がある。特に住み慣れた地域

や住まいで生活を継続できるようにする観点からは、既存住宅のバリアフリー化が重

要である。

（３）利用者目線でのきめ細かな施設整備、管理・運営の適正化

条例に基づき、公益的施設等の新設時等にバリアフリー整備基準への適合を義務付け

ているが、施設をより利用しやすいものとするためには、バリアフリー整備基準に沿っ

た施設整備だけでなく、人的対応などを含め、施設の管理・運営に関する取組が重要で

ある。本県では平成 17 年度から利用当事者による「まち」の状況の点検をもとに、結果

の分析及び課題の抽出を行い、これを施策に反映していく「まち検証」を実施してきて

おり、これらのノウハウを活かし、障害者等をはじめとする施設利用者の参加を得て、

利用者目線できめ細かな整備や管理・運営を進めることが重要である。

また、バリアフリー整備基準に沿った施設整備が行われた場合でも、例えば視覚障害

者誘導用ブロック上に放置自転車があることにより、視覚障害者の歩行に支障が生ずる
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など利用者のマナーや施設の管理・運営方法に起因して、施設の本来機能が十分に発揮

されない場合があることから、施設の所有者や管理者による適正な管理、運営を誘導す

ることも必要となっている。

（４）情報を容易に入手できる環境の確保

障害者等は、施設利用に際し、バリアフリー化等施設の配慮状況について事前確認が

必要となる場合があるほか、外国人は、用いる言語の違いにより情報の制約を受ける場

合がある。公共施設等については各施設や「ユニバーサルひょうご」のホームページ等

でバリアフリー情報の一定の公開が進んでいるが、今後、民間施設においても施設利用

に先立ち、当該施設のバリアフリー状況の情報等が容易に入手できるよう、既存施設も

含めた施設の管理者によるバリアフリー状況の情報公開を促進し、必要な情報の入手機

会を拡大するとともに、情報のわかりやすさや外国語表記など情報の内容の充実を促進

することが求められる。

（５）自然災害等の非常時への対応

阪神・淡路大震災や平成 16 年の台風第23号による災害では、被災した高齢者、障害者

等の災害時要援護者に対する情報伝達、避難誘導等が円滑に進まなかったことや、被災

後の生活のケアが十分でなかったことなどの課題がみられた。

また、平成 23 年３月の東日本大震災では、避難誘導や生活支援における高齢者、障害

者等への配慮の必要性が改めて認識されたところである。

高齢者、障害者等については、日常において安心して生活できるよう配慮が求められ

るばかりでなく、地震等の非常時においては特に、避難行動や避難先での生活・行動に

制約を受けることになるため、特段の支援が必要とされる。

このため、非常時の備えとして、施設のバリアフリー化に加え、地域において災害時

に支援が必要となる災害時要援護者の情報共有や避難支援体制の構築が求められる。

（６）福祉のまちづくりの担い手の育成

福祉のまちづくりを推進するためには、行政はもとより県民や事業者が福祉のまちづ

くりの考え方を主体的に理解し、協働により総合的に進めていくことが重要である。

そのためには、義務教育の時期をはじめとする学校などにおける福祉教育や生涯教育

において、人々の多様性に対する理解を深める機会を設けることにより、福祉のまちづ

くりの担い手を育成することが必要である。

また、福祉のまちづくりを推進するなかで、様々な知識・経験や、先端技術を活用し

た研究開発などのデータを蓄積し、これらを基盤として、福祉のまちづくりをより一層

推進することが求められている。
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１ 福祉のまちづくりの目標

急速な高齢化や障害者の社会進出の進展等に対応し、ユニバーサル社会づくりの視点の

もとに、福祉のまちづくりを実現するため、以下を福祉のまちづくりの目標とする。

「高齢者、障害者、妊婦、乳幼児を同伴する人をはじめとするあらゆる人々が、

いつでもいきいきと生活し、活動できる安全・安心で快適なまちづくり」

２ 福祉のまちづくりの基本的方向

福祉のまちづくりの目標のもと、以下の基本的方向に沿って施策を推進する。

（１）高齢者、障害者、妊婦、乳幼児を同伴する人をはじめとするあらゆる人々が、いつ

でもどこへでも安全・快適に移動でき、活動できることに配慮し、整備を進める

誰もが同じ地域社会で生活する者として主体的に生き社会の支え手となるユニバーサ

ル社会づくりの観点から、高齢者、障害者をはじめ、妊婦、乳幼児を同伴する人、外国

人等あらゆる人々を対象に取組を進める。

また、誰もが安心して生活し、活動できる社会を実現するため、平常時だけでなく自

然災害等の非常時も想定し、自宅や街なかはもちろん、どこへでも安全かつ快適に移動

できるよう配慮し、移動経路や生活空間の整備を進めていく。

Ⅲ 福祉のまちづくりの目標と基本的方向
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（２）地域の実情に応じ、利用者の視点を重視してハードとソフトの一体的な取組を進め

るとともに、適切な点検・評価により取組内容の充実を段階的かつ継続的に進める

高齢者や障害者を含む地域住民の多様なニーズに対応した生活環境を創るため、地域

の発想を重視し、地域のまちづくりや保健、医療、福祉サービス等とも連携して、福祉

のまちづくりを進める。

その際には、ユニバーサルデザインの考え方に基づいて、高齢者、障害者等の利用者

の視点を重視した施設の整備、管理・運営を進めるなど、利用者の視点できめ細かに配

慮する。また、施設整備のみならず、人的対応や必要な情報提供、県民の意識啓発など

ハードとソフトが一体となった取組を進める。

さらに、利用者のニーズに応じ段階的かつ継続的に内容の充実（スパイラルアップ）

を図るため、適切に点検・評価して以降の取組に活かしていく。

（３）あらゆる場面で福祉のまちづくりが展開されるよう、福祉のまちづくりへの理解を

深め、県民、事業者、行政等の協働による取組を進める

まちづくりのあらゆる場面で福祉のまちづくりの観点から取組が展開されるよう、

様々な人の立場の違いや、異なる文化を理解することにより人々の多様性を理解し、人

を思いやる心を育むなど、福祉のまちづくりへの理解を深める。

また、社会の様々な人々が連携し、福祉のまちづくりを総合的に進めるため、県、市

町、県民及び事業者がそれぞれの役割と責任を担い協働するとともに、福祉、建築、土

木、交通、教育、保健、商工、労働、環境、防災など他分野の施策と十分に連携し取組

を進める。
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１ 福祉のまちづくりを推進する各主体の役割

（１）県の役割

県は、基本的かつ総合的な施策を策定し福祉のまちづくりを支える県民や事業者の意

識の高揚を図るとともに、高齢者、障害者等に配慮した生活環境を整備するため、県が

設置・管理する建築物、道路、公園等を整備し、市町及び民間施設の整備を促進・支援

するほか、県民への整備に関する意識啓発や支援、福祉のまちづくりに係る調査・研究

などを実施する。

また、地域社会における県民相互の交流及び連帯の促進を図るとともに、ユニバーサ

ル社会づくりの視点から地域住民が協働して取り組むまちづくりを推進するなど、市町

及び県民等との連携のもとに地域における福祉のまちづくりを推進する。あわせて、市

町への技術的な支援や事業者への指導等を行う。

さらに、県、市町、県民及び事業者が一体となって全県的に福祉のまちづくりを推進

する体制を整備し、施策の総合調整を行う。

（２）市町の役割

市町は、住民及び事業者の意識の高揚を図るとともに、高齢者、障害者等に配慮した

生活環境を整備するため、市町が設置・管理する建築物、道路、公園等を整備し、民間

施設の整備を促進・支援するなど、地域の状況、高齢者、障害者等の総意などの特性に

応じた施策を策定し実施する。

また、地域社会における住民相互の交流及び連帯の促進を図るとともに、ユニバーサ

ル社会づくりの視点から地域住民が協働して取り組むまちづくりを推進するなど、県及

び住民等との連携のもとに地域における福祉のまちづくりを推進する。あわせて、事業

者への指導等を行う。

さらに、市町、地域住民及び事業者が一体となって福祉のまちづくりを推進する体制

を整備し、施策の総合調整を行う。

（３）県民の役割

県民、地域団体、ＮＰＯ等は、高齢者、障害者等に対する理解を深めて自らの問題と

してとらえ、県や市町が実施する施策に積極的に協力して、身近なところから自分のま

ちを点検し、地域社会における福祉のまちづくりを推進する主役として、自から進んで

生活の自立と能力の発揮に務め、相互に協力して高齢者等が安心して生活できる思いや

りとふれあいに満ちた地域社会をつくり出していくよう努める。

また、駅前広場や歩道への自転車の放置、迷惑駐輪・走行や駅、公園等の障害者用便

所の汚損など高齢者、障害者等の活動を妨げる行為を行わないよう努める。

さらに、自らの加齢などによる心身機能の低下に備えて住宅の状況を点検し、条例に

定める基準に適合するよう必要な整備改修に取り組むことに努める。

Ⅳ 福祉のまちづくりの展開
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（４）事業者の役割

事業者は、事業活動において地域の高齢者、障害者等の利用に配慮するとともに、就

業の場を確保、管理することに大きな役割を果たすことを認識し、自らが所有・管理す

る施設あるいは、供給・管理する住宅を条例に定める基準に適合するよう努める。

また、企業市民として県民と協力し、安心して暮らせる地域社会をつくり安全かつ快

適に利用できるよう努める。

さらに、生産や営業活動において、歩道への迷惑駐車、商品、看板及び自動販売機の

はみ出しなど高齢者、障害者等の活動を妨げる行為を行わないよう努めなければならな

い。

２ 県、市町、県民及び事業者の協働

福祉のまちづくりは、県、市町、県民、事業者全体に係わるものであり、県域から日常

生活圏域まで、それぞれの段階でこれら主体間が連携して福祉のまちづくりを進める。

このため、県域では、公共交通機関など市町域を越えて事業活動を展開する事業者と県、

市町などが協力して施設の整備を推進するとともに、高齢者、障害者等をはじめ各種団体

と事業者の団体等が主体となった県民運動を展開するなどの広域的な取組を進める。

また、市町などの地域単位では、高齢者、障害者等を含む住民及び各種団体と市町、事

業者が協力して、駅前、商店街などの地域の現状を点検し地域ぐるみの対策を検討し実施

するなどの取組を進める。

さらに、福祉のまちづくりを推進するにあたっては、ユニバーサル社会づくりを志す県

民及び地域団体等、事業者、行政などで構成される「ユニバーサル社会づくりひょうご推

進会議」等において、各主体が連携を図り、総合的に施策を展開する。
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１ 福祉のまちづくりの総合的な推進

高齢者、障害者等が安全かつ快適に生活できる環境を

創出するため、誰もが日常生活で利用する必要性が高い

鉄道駅舎周辺や官公庁等が集積している地区等において、

建築物、公共交通機関の施設、道路及び公園等について

一体的に整備を推進し、保健、医療、福祉サービスの供

給等とも連携を図り、ハード、ソフト両面から面的な福

祉のまちづくりを総合的に推進する。

■「ユニバーサル社会づくり推進地区」の取組の支援

・行政、住民、企業、NPO 等が協働し、道路や施設の一体的なバリアフリー化とともに、

高齢者、障害者等の社会活動への参画や子育て支援など、ソフト事業に取り組む区域を「ユ

ニバーサル社会づくり推進地区」に指定し、重点的に支援する。

・「福祉のまちづくり重点地区」においては、市町や地域住民との協働によるソフト施策等に

取り組むことにより、「ユニバーサル社会づくり推進地区」への移行を進める。

■「バリアフリー基本構想」に基づく取組の促進

・「バリアフリー法」に基づく基本構想の策定を促進するとともに、基本構想の整備計画に

位置付けられた事業の促進を図る。

■高齢者等の見守り・支援対策の推進

・地域包括支援センターを核とした見守りネットワークの構築を支援するなど、高齢者等

が住み慣れた地域で、医療、介護、住まい、生活支援サービス等が切れ目なく確保され、

安心して暮らせる体制づくりを推進する

２ 施設のバリアフリー化等の推進

（１）公共交通機関の施設、車両等のバリアフリー化の促進

高齢者、障害者等の多くが日常利用する鉄道

駅舎等の公共交通機関の施設へのエレベーター

設置等による段差解消、点字ブロックへの内方

線の設置等による転落防止対策、運行情報等の

視覚・聴覚情報としての提供、車両や船舶にお

けるバリアフリー化を促進するとともに、身体

障害者や要介護者等が目的地まで円滑に移動で

きる福祉タクシー、福祉有償運送等の導入を促

進する。

また、鉄道や路線バス等の公共交通機関の撤退

等により移動手段の確保が困難になった地区に

おいて、高齢者等の移動手段の確保を促進する。

内方線の設置

鉄道駅舎への

ｴﾚﾍ゙ ﾀーー の設置

ノンステップバス

Ⅴ 県の福祉のまちづくりの推進施策Ⅴ 県の福祉のまちづくりの推進施策

ユニバーサル推進地区協議会活動

（まちの点検の状況）
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■鉄道駅舎のバリアフリー化の促進

・鉄道駅舎において、事業者が主体的に行うエレベーターの設置等を支援し、バリアフリ

ー化を促進する。

■バス車両のバリアフリー化の促進

・民営バス事業者のノンステップバス等の導入について支援し、バス車両のバリアフリー

化を促進する。

■コミュニティバスの運行支援

・高齢者等の移動手段を確保するため、路線バスの行き届かない地域などを対象に、市町

等が主体となって運行するコミュニティバスに対し、運営費や導入に要する経費を支援

する。

（２）公共施設のバリアフリー化の推進

① 道路のバリアフリー化

安全な歩行空間の確保と災害に強いまちづくりを進め

るため、歩道の整備・改良、道路の無電柱化等により、

快適な道路空間を整備する。

また、歩道の確保が困難な幅員の狭い道路においては、

歩車分離を明確化するため、路肩のカラー化等を行う。

さらに高齢者、障害者等の利用頻度が比較的高い地区

では、既設の歩道についても計画的に段差切り下げや視

覚障害者誘導用ブロックの設置を実施するとともに、高

齢者、障害者等の通行の多い交差点では、信号機に視覚

障害者用付加装置の整備を行う。 

■歩道のリニューアル

・誰もが安全で安心して利用できる歩行空間を確保するため、「ユニバーサル社会づくり

推進地区」や「バリアフリー法」に基づく重点整備地区等を中心に、波打ち歩道や段差

の解消、横断勾配の緩和、無電柱化等による既設歩道のバリアフリー化を推進する。

② 公園等のバリアフリー化

誰もが安心して快適に利用できるよう、園路及び広場、

駐車場、便所などの公園施設のバリアフリー化を進める

とともに、既存の公園をより利用しやすくするため、イ

ンフォメーション強化などのソフト対応も含めた改善を

進める。

■公園のバリアフリー化

・誰もが安心して利用できるよう、新設や再整備を行う公園のバリアフリー化やインフォ

メーション強化などによる既存公園の改善を推進する。

歩道のリニューアル

音声案内表示
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（３）公益的施設等のバリアフリー化の促進

高齢者、障害者等が日常利用する公益的施設等について、建築等を行う際は、建築確

認制度と連携した実効性を伴う規制により、バリアフリー整備基準に適合した施設整備

を推進する。また、小規模購買施設等については条例の整備基準を遵守するよう必要な

指導・助言を行う。

また、「施設整備・管理運営マニュアル」の充実などにより、バリアフリー整備基準に

加えて配慮すべき事項や良好な管理・運営手法の普及を図る。

■「施設整備・管理運営マニュアル」の普及

・バリアフリー整備基準への適合に加え、高齢者等へのきめ細かな配慮を行うとともに、

効果的な施設の管理・運営を行うため、整備基準に加えて配慮すべき事項や、人的な対

応、備品による対応、非常時の対応などの管理・運営上の対策等を内容とする「施設整

備・管理運営マニュアル」を策定し普及を図る。

（４）住宅のバリアフリー化の促進

高齢者、障害者等が住み慣れた住宅で自立した

生活を送ることができるよう、公営住宅の建替え

の際に、高齢者、障害者等にも配慮した設計、設

備仕様とするとともに、既設の公営住宅について

も、エレベーターの設置や住戸の改善等を実施す

る。あわせて、見守りや緊急時の対応等のため、

ＬＳＡ（生活援助員）の配置を進める。

また、サービス付き高齢者向け住宅の整備・登

録を促進するとともに、住宅について、条例の住

宅整備基準に基づく指導・助言、普及を図る。 
さらに、高齢者、障害者等が住む既存住宅の

改造に対して助成を行う。

■公営住宅のバリアフリー化の推進

・建替え事業を対象に、手摺の設置や段差解消、高齢者対応型浴室ユニットの採用など「い

きいき県営住宅仕様」によるバリアフリー化を行う。

・既存の公営住宅について住戸内の手すり設置や共用部のエレベーター設置等を進めると

ともに、大規模なエレベーター設置工事を実施する階段室型の公営住宅において、1 階

部分の住戸出入口に至るスロープの設置を進める。

・LSA（生活援助員）が配置された高齢者仕様の公営住宅（シルバーハウジング）の供給

等を促進し、シルバーハウジングへの LSA24 時間配置を推進する。

■「サービス付き高齢者向け住宅」の整備・登録及び適正な管理の促進

・安否確認、食事提供、介護・医療等の「サービス付高齢者向け住宅」の整備・登録を促進する。

・契約やサービス提供に関するガイドラインの作成や定期報告の導入により「サービス付

き高齢者向け住宅」の適正な管理を促進する。

ｽﾛｰﾌﾟ ｽﾛｰﾌﾟ

車イス用 車イス用

住宅に改修 住宅に改修

出入り口改修

共用廊下 共用廊下

待避所 出入り口の設置 待避所

住戸 住戸 住戸 住戸

EV

ﾍﾞﾗﾝﾀ゙ﾍﾞﾗﾝﾀ゙ ﾍﾞﾗﾝﾀ゙

④ ⑤ ⑥

EV

③

ﾍﾞﾗﾝﾀ゙

EV

① ②

住戸 住戸

ﾍﾞﾗﾝﾀ゙ ﾍﾞﾗﾝﾀ゙

１階スロープ設置のイメージ公営住宅の１階スロープ設置のイメージ

既存住宅バリアフリー改修
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■住宅整備基準によるバリアフリー化の促進

・共同住宅専用部分の整備基準を条例で定め、21 戸以上の共同住宅については、届出制

度により指導助言を行う。

・住宅整備基準を解説した「施設整備・管理運営マニュアル」により基準の普及啓発を図る。

■「人生 80 年いきいき住宅助成事業」の推進

・高齢者、障害者をはじめ、すべての人々が住み慣れた住宅で自立した生活を送ることが

できるよう、段差解消、手すり設置、トイレ改造等、既存の持家住宅や賃貸住宅の改造

に対して助成を行う。

３ 障害者等の参画による施設整備、管理・運営の推進

県民の「参画と協働」により、ハード、ソフトの両面か

ら利用しやすい施設とするため、既存施設を含めて施設の

整備、管理・運営について高齢者、障害者等の利用者の意

見を聴き、それを反映していくための制度を推進する。

また、高齢者、障害者等の利用者による点検・助言で得

られた新たな提案や施設改善への意見は、バリアフリー整

備基準や「施設整備・管理運営マニュアル」等にフィード

バックし、事例の蓄積による段階的かつ継続的な制度の改

善につなげる。

■「福祉のまちづくりアドバイザー」による施設の点検・助言制度の推進

・施設所有者等の求めに応じて、高齢者・障害者等や建築・福祉の専門家からなる「福祉の

まちづくりアドバイザー」をあっせんし、施設の整備や管理・運営について点検・助言す

る制度を推進する。

■「県民参加型特定施設」の認定制度の推進

・「福祉のまちづくりアドバイザー」を活用するなど県民の参画と協働により高齢者等が利

用しやすい整備と管理・運営を行っている「特定施設」を「県民参加型特定施設」として

認定する制度を推進する。

４ 情報のバリアフリー化の推進

（１）施設のバリアフリー状況の情報公開の推進

高齢者、障害者等が外出しやすいまちを実現

するため、利用者が施設利用に際して事前に情

報を入手できるよう、設備の有無を含めた施設

のバリアフリー状況の情報公開を推進し、既存

施設の整備改善を促進する。

■施設のバリアフリー状況の情報公開の推進

・福祉のまちづくり条例に基づき、施設のバリアフリー状況の情報公開制度を推進する。

・県有施設をはじめとする兵庫県内にある主要な公共施設・公益的施設のバリアフリー状況

の情報などについて「ユニバーサルひょうご」のホームページでの提供を推進する。

県民参加によるまちの検証

施設のバリアフリー状況の情報公開のイメージ
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（２）多様な伝達手法を活用した情報提供の推進

誰もが容易に情報を入手することができるよう、高齢者や障害者をはじめ国内外から

訪れる観光客にとってもわかりやすい情報提供を推進する。

■「駅の乗換誘導モデル事業」の実施

・高齢者等の乗換の利便性を図るため、鉄道会社が異なる場合の乗換駅間の路面に誘導表示

を設置するモデル事業を実施する。

■県主催イベントにおける情報配慮支援事業の推進

・県主催の一定の行事において、手話通訳者や要約筆記者の派遣を行う。

■コミュニケーションボードの普及

・公共・公益的施設をはじめ、コンビニエンスストア等でコミュニケーションボードの設置

を促進する。

■「ひょうごツーリスト・インフォメーション・デスク」の運営

・「ひょうごツーリスト・インフォメーション・デスク」において、英語・中国語・韓国語対応

のスタッフを配置し、外国人旅行者等に対するツーリズム情報の提供を行う。

（３）相談体制の整備

高齢者、障害者等の誰もが安心して在宅で生活し続けられる

よう、「ひょうご住まいサポートセンター」等の相談窓口にお

いて住宅や生活に関する相談に対応して助言を行う。

また、県、市町、不動産関係団体、居住支援団体等からなる

居住支援協議会により情報提供・相談体制を構築し、高齢者、

障害者等への居住支援を行う。

■「ひょうご住まいサポートセンター」による相談体制の確保

・住宅に関し常設の相談窓口を設置し、電話等による一般相談と専門家による相談を実施す

る。また、住宅リフォームについて「安全・安心リフォームアドバイザー」の派遣を行う。

■「福祉のまちづくり研究所」等による相談体制の確保

・「福祉のまちづくり研究所」、「西播磨総合リハビリテーションセンター」、「但馬長寿の郷」に

おいて、介護や生活を支援する福祉用具や住宅改修の最新情報を発信するとともに、窓口を設

けて高齢者、障害者等からの相談に対応する。

■「居住支援協議会」による情報提供・相談体制の確保

・県、市町、不動産関係団体、居住支援団体等からなる「居住支援協議会」により、情報提

供・相談体制を構築し、高齢者等の入居を拒まない賃貸住宅（「ひょうごあんしん賃貸住

宅（仮称）」）や公的賃貸住宅等の情報、自宅のリフォームなど住まいに関する情報等を提

供する。また、市町における住まい相談窓口の設置や住まいの相談会の開催等を行う。

無料相談窓口
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５ 自然災害等に備えた施設整備、管理・運営と支援体制の確立

地震や台風など自然災害時等において、要援護者に対し迅速かつ的確な対応を図るた

め、非常時も想定した施設整備、管理・運営や災害時要援護者支援体制の確保等につい

ての取組を推進する。

■非常時に備えた施設整備、管理・運営の促進

・条例に基づくバリアフリー整備基準や「施設整備・管理運営マニュアル」の活用により、

非常時も想定した施設整備、管理・運営を促進する。

■福祉避難所の指定の推進

・一般の避難所での避難生活が困難な要援護者を対象に、原則として耐震、耐火構造を備え、

バリアフリー化された老人福祉センター等を対象に備蓄や物流にも対応できる福祉避難

所として指定する取組を進める。

■災害時要援護者支援体制の確立

・行政が有する要援護者情報を基本に災害時要援護者の把握に努め、災害時要援護者名簿の

整備等、行政と地域における情報の共有を図る。

・災害時に自力で避難できない者について個別の支援計画を作成し、地域の自主防災組織、

自治会、民生委員・児童委員、障害者相談員や障害者団体等が、外部からの支援者と連携

しつつ、災害時の情報提供、安否確認、避難支援等を行う体制を構築する。

６ 福祉のまちづくりを支える基盤づくり

（１）福祉のまちづくりに関する県民意識の高揚

福祉のまちづくりを推進するため、県民、事業者等に福祉のまち

づくりに関する意識の高揚や知識の普及を図る。

■「声かけ運動実践事業」の推進

・障害のある方、高齢者、妊婦、乳幼児を同伴する方をはじめ、だれもがまちなかで困って

いるときに声をかけて助け合う運動を展開する。

・企業・地域団体・学校等と「声かけ運動応援協定」を締結し、声かけ運動の輪の拡大や実

践活動の充実に取り組む。

■「譲りあい感謝マーク」の普及促進

・内部障害者や難病患者など配慮の必要なことが外見から分かりにくい人の社会参加を応援す

る「譲りあい感謝マーク」を作成し、広く県民に広報することにより、公共交通機関等での

座席の譲り合いなどの県民意識の高揚を図る。

■「ゆずりあい駐車場」の導入

・県立施設等において、障害者等が利用する駐車施設に「ゆずりあい駐車場」の表示を行い、

利用者証を交付することによって、適正利用を図る。

譲りあい感謝マーク
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■優れたまちづくり活動等の顕彰

・ユニバーサルデザインに係る優れた建築物や顕著な功績のあった活動団体等を「人間サイ

ズのまちづくり賞（ユニバーサルデザインのまちづくり部門）」として顕彰する。

・ユニバーサル社会を目指した先導的な実践活動を「ひょうごユニバーサル社会づくり賞」

として顕彰する。

（２）福祉のまちづくりにおける担い手づくり

将来の福祉のまちづくりの担い手である児童生徒の豊かな心を育み、障害者等に対する理

解や福祉のまちづくりへの理解を深め実践する担い手として育てるため、県民各層に福祉の

まちづくりの理念の浸透を図る。

■学校教育・生涯学習の充実

・小中学校の「総合的な学習の時間」を活用したユニバーサルデザイン等の学習を促進する。

・生涯学習情報の提供を幅広く行う「ひょうごインターキャンパス」により、ユニバーサル

デザイン等の学習機会を提供する。

■「ユニバーサル社会づくり」の担い手の養成

・ユニバーサル社会づくりのリーダーを養成するため、ユニバーサル社会づくり講師紹介制

度の推進を図る。

・「福祉住環境計画学」、「ユニバーサルデザイン論」など専門科目を設定している大学等に

おいて専門的人材の養成を支援する。

（３）福祉のまちづくりをひろげる調査研究の推進

高齢者、障害者等がまちに出て社会への積極的な参加を可能とする条件整備を進める

ため、面的なまちづくり、交通、コミュニケーション、住宅・福祉機器、義肢装具など

福祉のまちづくりに係る幅広い課題について、高齢者、障害者等のニーズを踏まえた先

進的・国際的な調査研究や情報発信を行う。

■「福祉のまちづくり研究所」における実践的な研究の推進

・「福祉のまちづくり研究所」において、企業との共同研究を含む実践的な研究に加えて、

先進的・国際的な研究を推進する。

■福祉のまちづくりの研究ネットワークの形成

・「福祉のまちづくり研究所」などを核に、関連学会などと人的・知的ネットワークの形成

を図ることにより、福祉のまちづくりに係る情報を発信する。
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住宅の整備目標

・住 宅：高齢者が居住する住宅の 65％について一定のバリアフリー

化※１、20%について高度のバリアフリー化※２を進める。

※1 ２カ所以上の手すり設置又は屋内の段差解消に該当

※2 ２カ所以上の手すり設置、屋内の段差解消及び車椅子で

通行可能な廊下幅のいずれにも該当

公共交通機関の施設、車両等の整備目標

・鉄道駅舎：１日当たりの平均乗降客数が３千人以上の駅の 70%について、

バリアフリー化を進める。

・バス車両：乗合バス※の 60%について、ノンステップバスの導入を進め

る。（※移動等円滑化基準の適用除外認定車両を除く）

公共施設の整備目標

・道 路：ユニバーサル社会づくり推進地区及び「バリアフリー法」の基
本構想における重点整備地区内の主要な経路を構成する道路
の 90％について、歩道の改良等のバリアフリー化を進める。

・信号機等：ユニバーサル社会づくり推進地区及び「バリアフリー法」の基
本構想における重点整備地区内の主要な経路を構成するすべ
ての道路に設置されている信号機等について、視覚障害者用付
加装置等の整備を進める。

・公 園：都市公園の園路及び広場の 65％、駐車場の 70％、便所の 40％
について、バリアフリー化を進める。

面的なまちづくりの整備目標

・ユニバーサル社会づくり推進地区：30 地区以上の指定を目指す。

福祉のまちづくりに関する整備目標
（目標年次：平成 27 年度）

福祉のまちづくりに関する施策を効果的に推進するため、以下の整備目標を定める。

公益的施設等の整備目標

・公益的施設等：既存の公益的施設等※の 70％について、基本的なバリアフ

リー化を進める。
基本的なバリアフリー化建築物 下記のすべてを整備

①車椅子利用者用駐車区画 ②スロープ ③エレベーター

④車椅子利用者用トイレ ⑤視覚障害者誘導用ブロック

※バリアフリーに関する情報の公表の義務付け対象となる施設



（参考）福祉のまちづくりに関する整備目標の設定の考え方

参考（H32 末）
指標

現状

（H22 末）

目標

（H27 末） 県 国

面的な

まちづくり
ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ社会づくり推進地区指定地区数 21 地区 30 地区以上 40 地区以上 －

鉄道駅舎
１日の平均乗降客数 3 千人以上 5 千人未満の駅

のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化率
41% 70% 100% 同左公

共
交
通
機
関 バス車両

乗合ﾊﾞｽ※に対するノンステップバス導入率

※移動等円滑化基準の適用除外認定車両を除く
49% 60% 70% 同左

道路
ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ社会づくり推進地区及び重点整備地区

内の主要な経路を構成する道路のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化率
85% 90% 100% 同左

信号機等

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ社会づくり推進地区及び重点整備地区

内の主要な経路を構成する道路に設置される信

号機における視覚障害者用付加装置の整備率

98% 100% 100% 同左

園路・広場のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化率 60% 65% 75% 60%

駐車場のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化率 57% 70% 85% 60%

公
共
施
設

公園 都市公園

便所のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化率 32% 40% 50% 45%

公益的施設等

公益的施設等の基本的なﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化率※

※ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ情報公開制度の対象施設のうち①車椅子利用

者用駐車区画②ｽﾛｰﾌﾟ③ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ④車椅子利用者用ﾄｲﾚ

⑤視覚障害者誘導用ﾌﾞﾛｯｸを整備した施設の割合

58% 70% 80%
60%

2000 ㎡以上の

特別特定建築物

住宅の一定のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化率※

※高齢者が居住する住宅のうち、２か所以上の手すり設

置又は屋内の段差解消に該当する住宅の割合

42.2%

（H20）
65% 80% 75%

住宅
住宅の高度なﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化率※

※高齢者が居住する住宅のうち、２か所以上の手すり設

置、屋内の段差解消及び車椅子で通行可能な廊下幅の

いずれにも該当する住宅の割合

12.4%

（H20）
20% 25% 同左



１．福祉のまちづくりの総合的な推進
課題：ユニバーサル社会づくりの視点を明確化し、地域ニーズを踏まえた総合的な

まちづくりが必要

□ ユニバーサル社会づくり推進地区の指定によりハード、ソフト両面の取組を支援

【現況】H22 末：21 地区 → 【目標】H27 末：30 地区以上

□ バリアフリー基本構想を策定し、整備計画の実現に向けた事業を促進

実績：8 市23地区（H22末）

福祉のまちづくり基本方針改定案の概要

Ⅲ 県の福祉のまちづくりの推進施策

福祉のまちづくり基本方針

・福祉のまちづくりを総合的に推進する

ため、県、市町、県民、事業者等の具

体的な取組のあり方を示す指針

・10 年後を見据えて策定し、５年後の
平成 27 年を目標年次とする。

Ⅱ 福祉のまちづくりの目標と基本的方向Ⅰ 福祉のまちづくり基本方針の性格

２．施設のバリアフリー化等の推進

課題：著しい高齢化の進展や障害者の社会進出に的確に対応するため、施設のバリアフリー化が必要

□ 鉄道駅舎のバリアフリー化

補助実績：累計110駅（H22末）、５千人以上駅：97%（H22末）

３千～５千駅【現況】H22 末：41% →【目標】H27 末：70%

□ 乗合バスのバリアフリー化（ノンステップバスの導入）

補助実績：累計295台（H22末）

導入率※１【現況】H22 末：49% →【目標】H27 末：60%

□ 道路のバリアフリー化

（ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ社会づくり推進地区、ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ基本構想の重点整備地区

内のすべての主要な経路をﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化）

歩 道【現況】H22 末：85% →【目標】H27 末：90%

□ 公園等のバリアフリー化（都市公園内の施設のバリアフリー化）

園 路 等【現況】H22 末：60% →【目標】H27 末：65%

駐 車 場【現況】H22 末：57% →【目標】H27 末：70%

便 所【現況】H22 末：32% →【目標】H27 末：40%

□ 公益的施設等のバリアフリー化

公益的施設等の基本的なバリアフリー化率※２

【現況】H22 末：58% →【目標】H27 末：70%

□ 住宅のバリアフリー化

・公営住宅のバリアフリー化 実績：54%（H22末）

・人生８０年いきいき住宅助成事業 実績：累計33,867件（H22末）

・サービス付き高齢者向け住宅 実績：4,969戸（H20末）

一 定※３【現況】H20 末：42% →【目標】H27 末：65%

高 度※４【現況】H20 末：12% →【目標】H27 末：20%

３．障害者等の参画による施設整備、管理・運営の推進

課題：利用者目線でのきめ細かな整備・運営の推進と施設の設備の機能が十分発揮されるよう

管理等の適正化が必要

新 福祉のまちづくりアドバイザーによる施設の点検・助言制度の推進

新 県民参加型特定施設の認定制度の推進

４．情報のバリアフリー化の推進

課題：安心して外出し、快適に活動できるよう容易に施設の設備の有無を含めたバリアフリー情

報を入手できる環境の確保が必要

新 施設のバリアフリー状況の情報公開の推進

新 駅の乗換誘導モデル事業（乗換誘導表示）の実施

新 居住支援協議会による情報提供・相談体制の確保

□ ひょうご住まいｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰによる相談体制の確保

□ 県主催ｲﾍﾞﾝﾄにおける情報配慮支援事業（手話通

訳者等の派遣）の推進

□ ひょうごﾂｰﾘｽﾄｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝﾃﾞｽｸの運営（外国語対応

ｽﾀｯﾌの配置）

５． 自然災害等に備えた施設整備、管理・運営と支援体制の確立

課題：阪神・淡路大震災や東日本大震災の教訓を踏まえ、非常時に備えた施設整備や災害時要

援護者への的確な対応が必要 

 新 非常時に備えた施設整備、管理・運営の促進（施設整備・管理運営マニュアルの普及） 

□ 福祉避難所の指定の推進（老人福祉センター等） 

□ 災害時要援護者支援体制（自主防災組織、自治会、民生委員、障害者相談員等の連携）の確立  

６． 福祉のまちづくりを支える基盤づくり 

課題：各主体が福祉のまちづくりを理解し協働できるよう、 

学校教育や生涯教育等における担い手の育成が必要 

 新 「譲りあい感謝マーク」の普及促進 

新 「ゆずりあい駐車場」の導入 

□ 人間サイズのまちづくり賞等による顕彰 

□ 「ひょうごインターキャンパス」による学習機会の提供 

□ 福祉のまちづくり研究所における実践的な研究の推進 ゆずりあい駐車場（イメージ） 

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ社会づくり推進地区協議会活動 

ノンステップバス 

住宅のバリアフリー改修 

鉄道駅舎のエレベーター設置 

図記号を用いた情報表示 

※１ 移動等円滑化基準の適用除外認定車両を除いた乗合バスの台数に対するﾉﾝｽﾃｯﾌﾟﾊﾞｽの台数の割合 
※２ バリアフリー情報公開対象施設のうち、①車椅子利用者用駐車区画 ②ｽﾛｰﾌﾟ ③ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ  

④車椅子利用者用ﾄｲﾚ ⑤視覚障害者誘導用ﾌﾞﾛｯｸのすべてを整備された施設の割合 
※３ ２カ所以上の手すり設置又は屋内の段差解消に該当 
※４ ２カ所以上の手すり設置、屋内の段差解消及び車椅子で通行可能な廊下幅のいずれにも該当 

 

改札 

ＥＶ 

ﾎｰﾑ階 

（移動経路の円滑化） 

（トイレの手すり・車いす対応キッチン）

基
本
的
方
向 

目標『高齢者、障害者、妊婦、乳幼児を同伴する人をはじめとするあらゆる人々が、いつでもいきいきと生活し、活動できる安全・安心で快適なまちづくり』 

(1) 高齢者、障害者、妊婦、乳幼児を同伴する人をはじめ

とするあらゆる人々が、いつでもどこへでも安全・快適に

移動でき、活動できることに配慮し、整備を進める。 

～ユニバーサルデザインの一層の推進～ 

(2) 地域の実情に応じ、利用者の視点を重視してﾊｰﾄﾞとｿ

ﾌﾄの一体的な取組を進めるとともに、適切な点検・評価

により取組内容の充実を段階的かつ継続的に進める。 

～利用者目線での継続的な質の向上(ｽﾊﾟｲﾗﾙｱｯﾌﾟ)～ 

(3) あらゆる場面で福祉のまちづくりが展開される

よう、福祉のまちづくりへの理解を深め、県民、

事業者、行政等の協働による取組を進める。 

～参画と協働による福祉のまちづくり～ 
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